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環境冠学科の設置メカニズム
｜国立大学工学系学部を事例として｜

内 山　弘 美*

東京大学大学院工学系研究科

1. はじめに

　日本において，環境科学というディシプリンの提

唱は，公害に端を発している。この概念は，環境科学

のディシプリンの体系化に先立って，1970年代に公

害・環境関連の研究あるいは教育を目的とした国立

の諸組織の創設をめぐって制度的につくられたもの

であった（内山 1999）。爾来，ディシプリンとしての

環境科学のあり方をめぐって，環境科学者の間で議

論がなされてきた（注1）。
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　環境科学の制度化の指標の一つは名称に環境を冠

する学科（以下，環境冠学科とする）（注2）である。環

境冠学科を射程に入れた議論は，主として，環境科学

教育のあり方，及び環境科学の人材養成という観点

から論じられてきた（橋本 1988）。

　1990年代に入り，環境冠学科について，別の視点

からも語られるようになった。それは，大学冬の時代

にさしかかり，大学の生き残りをかけた戦略として

「国際」「人間」「情報」等の学際的な名称の学部・学

科が増加しているという文脈の中で言及されている

（内山 1999）。

　環境冠学科の目標は，おおかた，環境科学の研究を

行うこと，及び環境問題を解決するための技能をそ

なえた人材を育成することである。しかし，実際には

環境冠学科において環境の研究・教育がなされてい

ないといういわゆる「看板と内容の乖離」の問題が指

摘されてきた。そして，環境を学ぶことを志向して環

境冠学科に入学した学生にとって，イメージ・ギャッ

プの問題が生じている（注3）。従って，環境冠学科の研

究・教育内容を吟味することが必要とされる。しか

し，それ以前に，「看板と内容の乖離」の問題が生じ

た要因である，環境冠学科の設置メカニズムを解明

することが必要である。従って，本研究では，環境冠

学科のルーツである衛生工学科を有し，しかも最も

早く環境冠学科が設置された，国立大学工学系学部

を事例として，環境冠学科の設置のメカニズムを明

らかにすることを目的とする。

2. 本研究の枠組み

　分析にあたって，山田・塚原（1986）の科学研究の

「ライフサイクル」という考え方を用いる。これは，生

物のライフサイクルをアナロジーとして学問分野の

形成過程の分析に適用したものである。まず，新しい

学問分野についての需要が生じ，資源配分（大学の学

科，研究機関のポスト，研究費）がなされ，その学問

分野が制度化し，その後，長時間を経て不要になった

時点でその学問分野は解体されるという一連の過程

を，ライフサイクルと呼ぶ。

　この考え方にしたがって，次のように環境科学の

時代区分を行った。環境科学には，ファースト・サイ

クルとセカンド・サイクルという二つのライフサイ

クルが存在する。さらに，ファースト・サイクルにお

いて資源配分が盛んになされた時期を第一次環境

ブームとし，第一次停滞期と区別した（注4，5）。同様に，

セカンド・サイクルにおいても，第二次環境ブームと

第二次停滞期に区分した。現在は，第二次環境ブーム

の段階にある（表1）。

　本研究では，学科数，定員，学科名称とそのキー

ワードを変数にして分析を行い，第一次環境ブーム

と第二次環境ブームにおける各々の分析結果の比較

を行う。使用するデータは，『全国大学一覧』各年度

版である。

表1　環境科学の時代区分

セカンド・サイクル 第二次環境ブーム 1987～ 環境科学会

第二次停滞期

ファースト・サイクル 第一次環境ブーム 1968～ 1978 環境冠学科

第一次停滞期 1979～ 1986

大区分 小区分 期間 メルクマール

環境科学前史 1957～ 1967 衛生工学科
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3. 環境冠学科の変遷と社会的背景

　本節では，環境冠学科の設置の背景となった，環境

科学の展開，および工学系学部の拡大過程の中で，環

境冠学科の設置動向を概観する。

3.1  環境科学の展開

　第一次環境ブームは，公害の時代であり，同時に，

環境科学の制度化の時代でもあった。公害対策基本

法が制定された翌年の1968年に，大阪大学工学部お

よび九州芸術工科大学芸術工学部に，最初の環境冠

学科が設置された。1970年末の公害国会において，公

害対策基本法に明示されていた「経済との調和条項」

が削除され，また，公害関連の14法案が可決・修正

された。さらに1971年には，公害・環境問題を総合

的に扱う省庁として環境庁が設置された。1972年に

は，国連人間環境会議がストックホルムで開催され

て，人間環境宣言が採択され，一方，1974年までに

四大公害裁判は，原告勝訴となった。このように，

1970年代前半において，公害・環境をめぐる状況は，

急速に展開していった。

　公害国会を経て，1970年代初頭には，国立大学に

公害に関する学科や講座を作るようにという社会的

要請がなされ，1970年代半ばには環境冠学科の設置

ラッシュとなった。とりわけ，1970年から1975年ま

での期間に環境冠学科数および定員の増加のピーク

が発生した（図1，図2）。

　1970年代半ばまでに，公害関連の法整備がなされ，

また，公害防止技術の開発も企業を中心に進められ

図1  環境冠学科数の変遷（国立大学工学系学部）

図2  環境冠学科定員の変遷（国立大学工学系学部）
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図3  国立大学工学系学科数の変遷

図4   国立大学工学系学科定員の変遷

た結果，1970年代後半には，一時期の激甚な公害は

一段落した。一方，二度のオイルショックによる経済

の不況ともあいまって，公害・環境問題に対する社会

的関心が低下し，環境冠学科は設置されなくなった。

　第二次環境ブームは，地球環境問題の時代であり，

環境科学の範囲はグローバル化し，また，人文社会系

の領域にまで拡大している。1980年代後半に，チェ

ルノブイリ原発事故，オゾン層破壊を初めとして，

様々な環境問題が先進国で話題となり，1980年代末

の冷戦体制の崩壊により，軍事問題に代わり地球環

境問題が国際問題としてクローズアップされた。本

研究では，1987年の環境科学会の創設を第二次環境

ブームのメルクマールとしているが，この頃から，環

境冠学科が再び設置されるようになった。1992年の

リオサミット前後から，環境問題に対する社会的関

心が急速に高まり，それを反映するかのように，再び

環境冠学科の設置ラッシュとなっている。

　　　　　　　　　

3.2  工学系の拡大過程

　環境冠学科の設置のもう一つの背景は，国立大学

工学系学部の拡大過程である。 図3 に示すとおり，国

立大学工学系学部は，「理工系学生8000人増員計画」

（文部省 1960），「理工系学生2万人増員計画」（文部

省 1967）等を経て，1950年代，1960年代を通じて，

飛躍的な拡大を遂げた（関 1981，荒井 1995）。国立

大学工学系学部の拡大の特徴は，学科規模を40人前

後に保ったまま，同系統の学科を増設したことにあ

る（才津・矢野 1996）。すなわち，第二学科，第三学

科を増設することにより，拡大をはかってきたので

ある。従って，学科数の増加にほぼ比例して定員が増
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図5  環境冠学科のシェア（国立大学工学系学部）

加した（図4）。この拡大のピークが過ぎた1970年代

半ばに，環境冠学科の設置ラッシュが到来した。

　1970年代後半以降，環境冠学科の増加は頭打ちと

なったが，これは1976年から10年計画で実施された

高等教育計画に起因していた。同計画では，学部・学

科の設置は原則抑制され，特に，後期計画期間中は，

工学系学部の設置はされず，新増設された工学系学

科は僅かであった。

　1985年に，18歳人口の急増に対応した臨時定員増

および，国立大学工学系学部において大講座化・大学

科化に伴う改組再編が開始された。また，再び工学系

学部が設置されるようになり，1980年代後半には，国

立大学工学系学部の定員の第二の拡大期となった。

また，改組再編により環境冠学科が設置されるよう

になり，1990 年代に入ると再び環境冠学科の設置

ラッシュとなっている。

    国立大学工学系学科における環境冠学科のシェア

は，1970年代前半と1990年代に増加傾向を示し，1976

年から1990年までの期間は，図5に示すとおり，ほ

ぼ横ばいである。

4. 学科系統

　工学系の学科系統の分類については，いくつかの

研究がある（関 1981）（才津・矢野 1996）。これらの

うち，代表的な分類方法としては，基幹４系統として

電気系・機械系・建設系・化学系学科，斜陽系統とし

て鉱山系・繊維系・原子力系学科，新領域系統として

の情報系・生物系学科等がある。関（1981）は，1980

年までの学科系統分類を行った上で，新領域系統と

して環境系という分類項目をたてている。第二次環

境ブームには，ユニークな名称の学科が多く設学科

が多設置され，それらの分類の仕方に混乱が生じてい

る研究もみられる（間渕 1998）。本研究では、以上の

学科の分類方法をふまえて，『学校基本調査』の「学

科系統分類表」を用い， 表2 に示すとおり，基幹４系

表2. 学科系統分類

学科系統 系学科

基幹4系統 電気系学科 機械系学科 建設系学科 化学系学科

斜陽系統 繊維系学科 鉱山系学科 金属系学科 船舶系学科 材料系学科 原子力系学科

新領域系統 情報系学科 生物系学科 福祉系学科

工学化系統 地球科学系学科 物理系学科 生物系学科 化学系学科 数学系学科 その他

その他 応用理学系学科 航空工学系学科 社会工学系学科 工芸学系学科 その他
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図6 環境冠学科の学科系統別比率（第一次環境ブーム）

統，斜陽系統，新領域系統，その他という分類を用い

る。さらに，第二次環境ブームにおいては一県一工学

部政策により理学部が理工学部に改組され，理学系

学科を母体とした学科に工学系の講座が加わったも

のが生まれたので，これらの学科を工学化系統とし

て分類した。

　そして，『全国大学一覧』各年度版と各大学の『大

学史』を用いて，各大学の工学系の環境冠学科の学科

系統およびその設置動向を分析した。その結果，第一

次環境ブームにおいて，各々の環境冠学科は，環境と

いう独立の学科系統に分類されるのではなく，基幹

４系統のうちの化学系か建設系のいずれかに分類さ

れることが明らかとなった（図6，図7）。このうち，

建設系の環境冠学科は，1950年代後半に設置された

北海道大学及び京都大学の衛生工学科，1962年設置

の東京大学の都市工学科の流れを継承したものであ

る。しかも，環境冠学科の設置は，基幹４系統の整備

期・拡充期に行われていたのであった。

　第二次環境ブームは学科の再編期であり，スク

ラップアンドビルド，すなわち学科の統合，教養部廃

止に伴う学科増設，大講座化に伴う改称，一県一工学

部政策等により，第一次環境ブームに設置された環

境冠学科の多くは姿を消し，他方，新たな環境冠学科

が急増している。また，環境問題の広領域化，あらゆ

る学問分野への「環境」の浸透という時代的潮流の中

で，基幹４系統以外の学科系統（新領域系統，工学化

系統）にも環境冠学科が設置されるようになり，基幹

４系統のシェアは80%まで下がった（図8，図9）。基

幹４系統においては，化学系は激減し，建設系は環境

冠学科の75%を占めている。

　以下，第一次環境ブーム・第二次環境ブームを通し

て，工学系学科の環境冠学科の中で最も高いシェア

を占める建設系学科に着目して，分析を行う。1985年

以降，大学科化に伴い工学系学科数は減少の一途を

辿っており，一方，環境冠学科数は増加している。建

設系学科における環境冠学科のシェアは， 図10  に示

すとおりである。とりわけ，第二次環境ブームにおい

て，急激にシェアが伸びている。第一次環境ブームに

は7％程であった環境冠学科のシェアは，1990 年以

降，急激に拡大し，1997年には，25％にも達している。

　次に，建設系学科の名称に着目する。建設系学科の

名称の種類の数を建設系学科数で割ったものを学科

多様性と呼び，次の式で表わす。

学科多様性（%）

　=（学科名称の種類の数 /学科数）×100

　建設系の学科多様性は，1960年以降，増加傾向に

あり，1980年には28%であったが，1997年には52%

まで増加している（図11）。1980年には同じ名称の学

科が多数存在していたが，1997年には同じ名称をも

つ学科は平均して2学科にまで減少していることにな

る。

　学科名称を構成するそれぞれの単語を，キーワー

ドと呼ぶ。キーワードを学科名称の種類の数で割っ

たものをキーワード多様性と呼び，次の式で表わす。

キーワード多様性（%）

　=（キーワード数 /学科名称の種類の数）×100
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図7環境冠学科の系学科別比率（第一次環境ブーム）

図8  環境冠学科の学科系統別比率（第二次環境ブーム）

図9  環境冠学科の系学科別比率（第二次環境ブーム）
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図12  建設系のキーワード多様性（国立大学）

図10  建設系における環境冠学科のシェアの変遷（国立大学）

図11  建設系の学科多様性（国立大学）
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　建設系のキーワード多様性は，1965年に 100%で

あったが，その後減少の一途を辿っており，1980年

に86%，1997年には52%まで減少している（図12）。

　第二次環境ブームにおいては，学科多様性が増加

しているものの，キーワード多様性は減少傾向を示

している。これは，数少ないキーワードを，様々に組

み合わせて，多種類の学科名称をつくっていること

を示唆している。

5. 学部類型別動向

　環境冠学科の設置は，背景に環境問題に対する社

会的関心の高揚があるが，それぞれの学部類型の動

向とも無縁ではない。

　高等教育研究における大学・学部の分類は，行政上

の分類と同じにする必要はなく，分析目的に適した

方法で分類を行えばよい。国立大学の分類は，様々な

研究者によって行われている。関（1988）は，大学の

前身を基準として，帝大系・官立系・旧制高校系・旧

制師範系に分類した。天野（1968）は，旧制大学を母

体とした中央大学，特殊な専門学校を前身とする全

国大学，その他の国立大学を地方大学と区分した。

　才津・矢野（1996）は，国立大学工学系学部を旧帝

大と地方大学という学部類型に分類した結果，学科

構成や学科設置動向に相違がみられることを見い出

している。この傾向は，環境冠学科の設置動向にも反

映していると考えられる。この視点に立脚して，以下

のように，各学部の設置時期あるいは前身を基準と

して，帝大型・官立型・新制型・平成型に分類した。

帝大型：旧制帝大あるいは旧制大学の工学系学部

を前身とする工学系学部

官立型：旧制官立あるいは公立工業専門学校を前

身とする工学系学部

新制型：新制大学発足直後から工学系学部の再編

が開始された1985年度までの期間に設置

された工学系学部

平成型：1985年以降に設置された工学系学部

　日本において学部・学科の名称は，社会的背景に左

右される（内山 1999）。「環境」という名称は1960年

代末から1970年代半ばまでの期間，および1980年代

末から現在までの流行であると考えれば，その時期

に盛んに学科設置を行っていた学部類型ほど環境冠

学科を多く含むことになる。

　第一次環境ブームにおいては，学科新増設が学科

設置の大半を占めているものの，学部類型別の学科

新増設の時期にはタイムラグがある。図13 に，学部

類型別の学科設置動向を示す。

　帝大型は1960年代前半に学科増設をほぼ終了して

おり，その余波が残っていた1960年代後半に設置さ

れた大阪大学環境工学科は，帝大型の中では例外で

あると言えよう。そして「環境」という名称が流行の

絶頂期であった1970年代には既に，帝大型学部の組

織は確立されており，もはや帝大型に環境冠学科が

図13　学部類型別学科設置の変遷（国立大学工学系学部）
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図14  第一次環境ブーム（1980）における有冠学部のシェア（国立大学工学系学部）　

入る余地はなかった。一方，官立型は1975年まで大

幅な拡大が行われ，その余波は1980年まで続いてい

た。新制型の多くは1965年以降に設置され，1970年

代を通じて学科を整備していった。従って，1970年

代半ばに設置された官立型及び新制型の学科の一部

が，環境冠学科と命名されたのであった。

　第二次環境ブームは，1985年から開始された学科

の再編に伴う大学科化・大講座化や，1991年の大学

設置基準大綱化等が原動力となっている。というの

は，ある組織の名称が時代に適わなくなったからと

いって簡単に変更できるものではなく，改組などの

際に時代に即した名称に変更するという方法が一般

的であるからである。1985年に官立型で学科再編に

伴い，大学科化が開始され，名称変更が行われ，続い

て新制型に伝搬する中で，環境冠学科の設置ラッ

シュが生じた。旧来の学科構成を保っていた帝大型

においても，1990年代半ば以降，一部の大学で大学

科化が進行し，それに伴い名古屋大学に社会環境工

学科が設置され，また，北海道大学では衛生工学科が

環境工学科に改組された。帝大型8学部のうち3学部

に環境冠学科が存在し，もはや大阪大学は特異な存

在ではなくなった。また，教養部改組や「一県一工学

部」政策により設置された平成型学部の多くは，学際

的な名称の学科構成となっており，その一部が環境

冠学科である。

　ここで，環境冠学科を有する学部を有冠学部と呼

び，各学部類型における有冠学部のシェアを次式に

より求める。

有冠学部のシェア（%）

　=有冠学部数 /学部数×100

　1994 年設置の岡山大学環境理工学部を除いては，

第一次環境ブーム，第二次環境ブームを通じて1有冠

学部当たりに存在する環境冠学科は1 学科のみであ

り，有冠学部数は環境冠学科数に類似した曲線で推

移している。

  　第一次環境ブーム（1980年）においては，官立型

と新制型の有冠学部数はほぼ同数であった。しかし，

官立型の学部数が圧倒的多数であるため，有冠学部

のシェアは，新制型が最も高く33％であり，次いで

官立型の16％となる。帝大型の学部数は非常に少な

く，有冠学部は一学部のみであるため，13％と最小の

シェアである。学科の新増設は帝大型，官立型，新制

型の順に進展したのに対して，有冠学部のシェア の

大きさ は新制型，官立型，帝大型の順であり，歴史

の浅い学部類型ほどシェアが高くなっている（図

14）。

　第二次環境ブーム（1997年）において，平成型の

シェアは50％と最も高く，第一次環境ブームと同様

に，最新の学部類型が最も高いシェアを占めている。

一方，先陣を切って学科再編を行った官立型はシェ

アを少し伸ばしたものの，23％と最小の値になって

いる。官立型に少し遅れて再編に着手した新制型の
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シェアは33％で3番目であり，帝大型は1990年代後

半の改組により38％まで上昇し，2番目に高い値を示

している。このように第二次環境ブームにおいては，

改組が遅く開始された学部類型ほどシェアが高く

なっているのが特徴である（図15）。

　両ブームに共通しているのは，最も新しい学部類

型が最も高いシェアを占めている点である。また，帝

大型は，第一次環境ブームには，最もシェアが低かっ

たが，第二次環境ブームには，2番目のシェアとなっ

ているのが特徴である。

　

6. 考察

6.1  環境冠学科の設置メカニズム

 　以上，国立大学工学系学部の環境冠学科を，学科

数，定員，学科名称のキーワードを変数にして分析し

た結果，環境冠学科の設置メカニズムについて以下

のことが明らかになった。

　（1）工学系学部の拡大・改組再編と公害・環境問題

に対する社会的関心の高揚という，二つの現象の相

乗作用により，第一次環境ブーム・第二次環境ブーム

が生じたことが明らかになった。日本の大学の学部・

学科の名称は社会的背景に左右されており，環境冠

学科も例外ではなかった。もし，公害問題や地球環境

問題に対する社会的関心が高揚した時期が1970年前

後や1980年代後半以降ではなくて，1980年代前半で

あったとしたら，高等教育計画の後期計画期と重な

るため，環境冠学科の設置ラッシュは生じなかった

と考えられる。1970年代半ば及び1990年代は，環境

冠学科の設置ラッシュが生じるにはちょうど良いタ

イミングであった。

　（2）「環境」という独立の学科系統はない。個々の

環境冠学科は，既存の学科系統や新領域の学科系統

のいずれかに分類される。

　環境冠学科を有する学科系統の構成は第一次環境

ブームと第二次環境ブームでは異なっている。それ

は，環境冠学科の設置の過程が両ブームで異なるこ

とに一因がある。環境冠学科は，第一次環境ブームに

は，基幹4系統のうちの建設系と化学系の整備・拡充

の流れの中で生じた。第二次環境ブームは学科のス

クラップ・アンド・ビルドの流れの中で生じ，しかも

環境問題の広領域化，あらゆる学問分野への「環境」

の浸透という時代の潮流の中で，基幹系統以外の学

科系統にも環境冠学科が設置されている。

　（3）第一次環境ブーム・第二次環境ブームを通じて

最もシェアの高い建設系学科に着目して分析した結

果，以下のようなことが明らかになった。第二次環境

ブームにおいては，大学科化により建設系学科数が

減少する中で，建設系の環境冠学科数は増加してい

る。その結果，建設系学科における環境冠学科のシェ

アは急増している。第二次環境ブームには，建設系学

科の名称のキーワード数が減少し，限られたキー

ワードを様々に組み合わせて，多様な学科名称を

作っている。そのため，名称の種類は増加し，しかも，

図15  第二次環境ブーム（1977）における有冠学部のシェア（国立大学工学系学部）
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限られた種類のキーワードが頻繁に使用されている。

「環境」は，その限定されたキーワードの一つである

ため，必然的に，環境冠学科数は増加している。

　（4）学部類型別の環境冠学科の設置動向について

は，以下のことが明らかとなった。

　第一次環境ブームにおいては，新増設のピークが

遅い学部類型ほど，すなわち，歴史の浅い大学ほど環

境冠学科のシェアが大きくなっている。もし，実際

に，政府が大学における環境研究・教育を重視してい

たのであれば（関,1981）（文部省,1973），帝大型学部

に環境冠学科を多く設置したのではないだろうか（注

6）。1970年代前半は，官立型の基幹4系統の拡充期，

新制型の基幹4系統の整備期であったことを考慮すれ

ば，「公害対策のための学科」という主張を割り引い

て考える必要がある。さらに，新制型学部は，「環境」

という時代に即した名称を冠することにより学部の

ピーアールをするという戦略をとることが必要で

あったとも考えられる。要するに，第一次環境ブーム

は大学人の組織拡大の要求が原動力となって生じた

のであった。しかし，ここで，帝大型学部は，戦略と

して学科名称に「環境」を用いる必要がなかったと考

えるのは，短絡的である。というのは，帝大型学部は，

1960年代に基幹４系統の拡充はほぼ終了し，1970年

代に新増設された学科系統は，情報系や生物系等，公

害とは関連が薄い領域であった。

　第二次環境ブームにおいては，帝大型が２番目の

シェアを占めているが，これは，必ずしも政府が大学

における環境研究・教育を重視するようになった証

と断言することはできない。というのは，第二次環境

ブームにおいては，改組が遅く開始された学部類型

ほどシェアが高いのが特徴だからである。これは，

1985年前後には「環境」という用語はまだ流行になっ

ておらず，この時期にいち早く進行した官立型の改

組は，環境冠学科になるには「早すぎる改組」であっ

た。「環境」が流行の名称になるには，1992年のリオ

サミットまで待たねばならなかった。さらに，1980年

代後半から1990年代初頭までの18歳人口の急増の次

に訪れたのは，財政難や18歳人口の減少にともなう

大学冬の時代の兆しであった。そのような差し迫っ

た状況下で，文部省に対する概算要求や，学生獲得の

ための手段としての大学の生き残り戦略が学際的名

称の学部・学科の設置ラッシュを誘発し，そのような

流れの中で環境冠学科の設置ラッシュが生じた。こ

のような流れの中で，1990年代半ばから後半にかけ

て帝大型学部の改組が進行し，平成型学部に次いで

シェアが高くなった。

　（5）　（1）～（4）より，環境冠学科の設置は，工学

系学科の学科構成や学科設置動向を反映しているこ

とが明らかになった。従って，「環境」あるいは「環

境科学」という理念は，工学系学科の設置のためのレ

トリック（内山  2000）という側面を有しているよう

に思われる。

6.2  人材養成の諸問題

　（1）スペシャリストかジェネラリストか

　従来，特に理系の場合，既存のディシプリンの学

部・学科において，そのディシプリンのスペシャリス

ト養成を主眼として専門教育が行なわれてきた。

　一方，環境冠学科においては，養成する人材像をめ

ぐり「スペシャリストかジェネラリストとか」という

議論が展開された。というのは，環境問題を解決する

ためには，個々の要素研究だけでは十分でなく，総合

的な視点が必要とされる。例えば，幅広い知識を持

ち，個々の分野のスペシャリストを有機的に統合し

て，研究のコラボレーションをオーガナイズする人

材が求められるが，これはジェネラリストである。一

方で，個別の要素研究の成果が環境問題の解決に大

きな役割を果たしていることは周知の事実であり，

スペシャリストの養成は必要なのである。ここで求

められるスペシャリストは，ある分野に精通し，かつ

ジェネラルな視点を兼ねそなえた人材である。しか

も，全ての学生をジェネラリストかスペシャリスト

かどちらかに振り分けるのではなく，スペシャリス

トとジェネラリストの融合が必要ではないのだろう

か。

　（2）環境冠学科と職業のマッチング

　従来，理学部や文学部における学科名は，学問分野

の名称がつけられていた。一方，工学系学部において

は，学科の名称は，同名の産業に対応していた。そし

て，機械工学科は機械産業へ，化学工学科は化学産業

へ就職する人材の養成機関とみなされている。

　環境冠学科は，情報系学科の場合（塚原 1995）と

は異なり，産業界からの要請は全くなく，そのような

学科が設立されることは公害排出企業からはむしろ

敬遠されるものであった。また，例えば51年度規制

に対する自動車メーカーの低公害車開発競争のよう

な公害防止技術の開発には，環境冠学科とは別の

ディシプリンの学科出身の技術者が携わっていた
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（今関 1997）（注7）。その理由の一つは，1975年前後に

は，環境冠学科の卒業生はあまり輩出されていな

かったこと，また，例えば自動車の公害防止技術の開

発であれば，機械，電気，化学等の伝統的な学科出身

者の活躍の場であった。環境冠学科は化学系学科か

建設系学科のいずれかであり，後者の出身者であれ

ば，まず，当時の公害防止技術開発に携わる機会は少

なかったと考えられる。

　さらに，当時は世間で環境冠学科の認知度が低く，

環境冠学科の卒業生が伝統的なディシプリンの学科

出身者の就職市場に参入することが難しいのではな

いかという懸念もされた。そのため，その母体学科と

同じ市場に就職できるように，母体学科と同じ授業

を履修できるカリキュラムにするなどの企業対策を

行った大学も存在した。要するに，社会的ニーズや，

大学研究者の危機感から設立された環境冠学科の卒

業生の就職は，その需要が少ないことも手伝い，結局

は母体学科と同じ業種へ流れるという傾向が見られ

た（内山  1999）。

6.3  第二次環境ブームにおける新たな動向

　（1）環境冠学科を設置するにあたり，「環境」研究，

及び「環境に対処する技能を備えた人材」の養成を学

科の研究・教育目標として掲げ，カリキュラムに「環

境」関連のメニューを加えねばならない。「環境」は，

今や，世界的にブームとなっており，「環境」に関心

を持って環境冠学科に入学する学生が増加している

のは周知の事実である。また，現在は，18歳人口の

減少に伴い，大学全入の時代が目前に迫っている。そ

して，「大学が学生を選ぶ」時代から「学生が大学を

選ぶ」時代へと変化の兆しがみられる。そのような時

代的潮流の中で，イメージ・ギャップが大きい環境冠

学科は，次第に淘汰されていく可能性がある。従っ

て，大学側は，「環境」を学ぶことを目的として入学

した学生たちの要望に応えて，研究・教育内容を徐々

に「環境」にシフトせざるを得なくなるものと考えら

れる。

　さらに，新しい名称の学科を作ることにより，新し

い研究領域を創成し，社会的ニーズを大学が自ら作

り出していかねばならない。それにより，研究面にお

ける産業界からの需要が生じ，同時に，卒業生の就職

市場が開拓される可能性がある。要するに，「環境」あ

るいは「環境科学」を標榜することによって学生を集

めるのみでなく，新しい社会的ニーズの創出，就職市

場の開拓が，今後，大学が生き残るための必要条件と

も考えられる。

　（2）第二次環境ブームにおいて，冷戦体制の崩壊に

伴い，軍事問題に代わって，地球環境問題が国際問題

としてクローズアップされてきた。

　1990年 4月には学術審議会に地球環境部会が設置

され，それを受けて，同年7月には「大学等における

地球圏ー生物圏国際協同研究計画（IGBP）の推進に

ついて」の建議がとりまとめられた。1995年には，「地

球環境科学の推進について」の建議が出された。この

ように，1990年代に入って国策として地球環境科学

研究の推進が展開されつつある。

　環境問題は，我々に細分化された学問を再統合す

る課題をつきつけている（内山 ,1998a）。また，現在

は，学問の再構築の時期であり，従来型のディシプリ

ンの枠に収まらない，学際的な研究領域が生じてい

る。このような流れの中で，多くの学問分野に環境が

浸透し，今や環境と関わりのない自然科学の分野は

稀であると言っても過言ではない。

　このような状況下で，工学系のあらゆる学科系統

において，環境が研究の対象となっている。卒業論文

や修士論文においても環境を題材にしたテーマが目

立ってきた。将来的には，全ての工学が環境工学その

ものになるとの予測もなされている（丹保 1996）。

　土木工学・建築学の分野においては，過去10年間

に，環境に配慮した土木・建設事業が望まれるように

なり，環境負荷の低減や循環型社会を目指したまち

づくり，国土づくりのための研究が展開している（黒

田・和田  1998）。

　（3）21世紀には，環境科学は，情報科学，生命科

学と並び重要な学問分野の一つとなると予想されて

いる。

　環境科学のディシプリンを確立することは，早急

の課題である。そのためには，「近代科学技術による

縦割り社会」の発想による学科システムから（丹保

1998），学科の壁を超え，諸ディシプリンを融合しな

ければならない。

おわりに

　今後は，各々の環境冠学科の研究・教育内容および

卒業生の活動状況についても分析し，総合的な評価

を試みる。さらに，他の学部系統の環境冠学科，環境

冠学部，大学院レベルについても同様の分析を行い，
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大学における環境教育の体系化，及び環境科学とい

うディシプリンの体系化を見据えた議論を展開した

い。
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注

1. 例えば，文部省科学研究費環境科学特別研究の

理念班において，1982年に「環境科学はディシプリ

ンたり得るか」というテーマでシンポジウムが行わ

れた。　

2. 日本環境教育学会及び大学史研究会において，

環境を冠する学部・学科（以下 ，環境学部・学科と

する）を取り上げたのは，1996年の内山が最初であ

る。なお，「環境冠学部」「環境冠学科」という用語は

内山による造語である。

3. 注 2）及び（内山 1998b）において，環境冠学

科の「看板 と内容の乖離」の問題をとりあげ，教職

員と学生に対するインタビューを紹介している。

4. 1996年5月12日の日本環境教育学会大学環境教

育シンポジウムでは，1950年代から1990年代までの

約30年間を，環境科学前史・第一次環境ブーム・第

二次環境ブームの3時代 に区分した。

5. 1996年12月の大学史研究会において，第一次環

境ブームにおける国立大学工学系学部及び農学系学

部の環境冠学科の設置経緯についての分析を行った。

6. 例えば，原子力系学科は，旧帝大に集中してい

る。

7.  1951年度規制当時，日産自動車の品質管理部長

であった太田昇と同じく中央研究所排気研究部部長

であった宮森幸雄に対するインタビュー, 1998年9月

3日。
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